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（本報告書における記載内容の注意事項） 

１ 端数処理 

  報告書の数値は、特に断り書きがない限り、単位未満の端数は切り捨て表示している。

このため、表の数値（総額と内訳）が一致しない場合がある。

  公表されている資料を使用している場合は、原則として、その数値をそのまま使用して

いるため、端数処理が不明確な場合がある。

２ 報告書の数値等の出典 

  報告書の数値等は、特に断り書きがない限り、本市が公表している資料及び監査対象と

した部局等から入手した資料を用いている。その場合は、数値等の出典は明示していない。

  報告書の数値等のうち、本市以外が公表している資料及び監査対象とした部局等以外

から入手した資料の数値等を用いたもの並びに他の地方公共団体等の数値等を表示した

ものについては、その出典を明示している。

３ 法令等の表記 

  本文中に引用する根拠法令の条・項・号については、原則として「第」を省略した。

本文（ ）中に示した根拠法令の条・項・号は、原則として条をアラビア数字、項をロ

ーマ数字、号を○囲みアラビア数字で示した。 

  （例）児童福祉法第 4条第 1項第 3号 → （児福 4Ⅰ③） 

  本文中の法令は、原則として正式名称で表記したが、（ ）内の法令名は、以下に掲げ

る略語を用いた。 

法令名称 略語 

学校教育法 学教 

教育基本法 教基 

行政手続法 行政手続 

子ども・子育て支援法 子育て支援 

子ども・子育て支援法施行規則 子育て支援規 

札幌市会計規則 市会計則 

札幌市契約規則 市契約則 

札幌市債権管理条例 市債権管理条例 



2

札幌市物品・役務事務取扱要領 市物品役務事務取扱要領 

次世代育成支援対策推進法 次世代 

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法律 児童ポルノ規制法 

児童の権利に関する条約（子どもの権利条約） 子ども権利条約 

社会福祉法 社福 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の促進に関する法律 認定こども園 

障害者自立支援法 障害者自立支援 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 障害者総合支援 

児童手当法 児童手当 

児童福祉法 児福 

児童福祉法施行令 児福令 

児童福祉法施行規則 児福規 

児童扶養手当法 児童扶養手当 

児童虐待の防止等に関する法律 児童虐待防止 

生活保護法 生保 

地域保健法 地域保健 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 地教行 

地方税法 地税 

地方自治法 地自法 

地方自治法施行令 地自令 

民法 民 

母子保健法 母子保健 

母子保健法施行規則 母子保健規 

労働基準法 労基 

４ 用語等の表記 

  同一の意味内容を指すと解される用語について、異なる表記がなされている場合（障害

者と障がい者等）、その用語が用いられている文書や文脈等どおりの表記を行っている。

本報告書で頻出する「子ども」「こども」「児童」等の表記についても同様であるが、特

に注記がない限り、基本的には、適用される法令等の表記に従っている1。 

1 子ども、児童等に関する法令上の定義 

年齢 法令 用語(条文) 摘要 

20 歳未満 少年法 少年(2Ⅰ)  

母子及び父子並びに寡婦福祉

法 

児童(6Ⅲ)  

18 歳(未満) 児童の権利に関する条約 児童(外務省訳、1) 18 歳未満のすべての者（ただし、当該児童でその者に適用

される法律により、より早く成年に達した者を除く） 
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５ 要綱等の表記 

  法令、条例については、検索が容易であるため、名称等を記載するにとどめた。 

本市の要綱・要領・マニュアル等についても、その多くは、本市のホームページ等にお

いて検索可能であるため、報告書本文においては、逐条的な引用は控え、要綱等名（又は

URL）を記載するにとどめたが、一部の要綱等は、本市ホームページ等においてもなお開

示されていない。行政が要綱等に基づいて具体的に執行されている現在、本来は、全要綱

等が納税者（市民）に対し開示されるべきものである。本報告書の読解上、本市ホームペ

ージ等における開示がない要綱等については、監査結果において表記されている担当部

局（課・係）に照会して頂きたい。 

６ 人名等の固有名詞の表記 

  本年度監査報告は、子どもの家庭福祉、特に児童虐待を含む事項についても言及してい

る。近時の児童虐待防止に関わる頻回な法令改正は、悲惨な児童虐待事案が契機となっ

ている。本市における制度改革も同様の事情にある。これら事案の当事者名については、

すでに匿名化又は記号化が進んでいるもの、当該児童や関係者のプライバシー保護等の

観点から本市の関係部局等において匿名化又は記号化されているものについてはそれに

従いつつ、全国紙等の報道において、なお実名使用が行われているものについては、一

部固有名詞を記載したものがある。 

（主な参考文献・企画） 

児童福祉法 児童(4Ⅰ) なお、障害児（4Ⅱ、障害者総合支援 4Ⅱ） 

少年(4Ⅰ③) 小学校就学の始期から満 18 歳に達するまでの者 

児童虐待防止法 児童(2)  

児童扶養手当法 児童(3Ⅰ) 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある者

又は 20 歳未満で政令で定める程度の障害の状態にある者 

児童手当法 児童(3Ⅰ) 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までの間にある者

であって、日本国内に住所を有する者又は留学その他の内

閣府令で定める理由により日本国内に住所を有しない者 

児童ポルノ規制法 児童(2Ⅰ)  

子ども・子育て支援法 子ども(6Ⅰ) 18 歳に達する日以後の最初の 3 月 31 日までにある者 

15 歳(未満) 学校教育法 子(学齢生徒、17Ⅱ,18) 子が小学校又は特別支援学校の小学部の課程を修了した日

の翌日以後における最初の学年の初めから、満 15 歳に達し

た日の属する学年の終わりまで 

12 歳(未満) 学校教育法 子(学齢児童、17Ⅰ,18) 子の満 6 歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初

めから、満 12 歳に達した日の属する学年の終わりまで 

小学校就学

の始期 

児童福祉法 幼児(4Ⅰ②) 満 1 歳から小学校就学の始期に達するまでの者 

母子保健法 幼児(6Ⅲ) 

子ども・子育て支援法 小学校就学前子ども(6Ⅰ) 子どものうち小学校就学の始期に達するまでの者 

1 歳未満 児童福祉法 乳児(4Ⅰ①) 満 1 歳に満たない者 

母子保健法 乳児(6Ⅱ) 1 歳に満たない者 

0 歳 母子保健法 未熟児(6Ⅵ) 身体の発育が未熟のまま出生した乳児であって、正常児が

出生時に有する諸機能を得るに至るまでの者 

新生児(6Ⅴ) 出生後 28 日を経過しない乳児 

(木村容子・有村大士編著「新・基礎からの社会福祉 7子ども家庭福祉（第 2版）」7頁を一部修正)
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・ 吉田幸恵・山縣文治編著「新版 よくわかる 子ども家庭福祉」（2019 年 1月、ミネル

ヴァ書房） 

・ 木村容子・有村大士編著「新・基礎からの社会福祉 7 子ども家庭福祉（第 2 版）」

（2018 年 4 月、ミネルヴァ書房） 

・ 前田正子著「保育園問題」（2017 年 4月、中公新書） 

・ 「保育所の今を考える 安心して子どもを預けられる保育所の実現 」（日本弁護士

連合会主催、2019 年 8月 5 日弁護士会館クレオ） 

・ 札幌社会福祉フォーラム 2019「みんなで考えよう 子ども・子育て支援 !」（札幌社

会福祉フォーラム 2019 実行委員会主催、2019 年 10 月 26 日道新ホール） 


